【別紙】社会保障審議会・少子化対策特別部会（第２４回）報告

日時：2009年6月25日（木）10:00-12:00

場所：厚生労働省省議室

出席者： ＜委員＞ 大日向恵泉女学園大学教授（部会長）、篠原・連合生活福祉局長、岩村・東京大学教授、大石・千葉大学教授、清原・三鷹市長、駒村・慶應大学教授、佐藤博樹・東大教授、庄司・立教大学教授、杉山・(有)セレーノ代表取締役、高尾・日本経団連少子化対策委員会企画部会長（住友化学・専務執行役員、福島前パナソニック副社長より交替）、宮島・日本テレビ報道局解説委員、山縣・大阪市立大教授、吉田「遊育」代表取締役。＜参考人＞速水（野呂・三重県知事の代理）

議題：社会的養護・「子どもの貧困」に関するヒアリング

　厚生労働省より、児童養護施設などの社会的養護体制に関する見直し議論の経過についての報告があった。現在、社会保障審議会・児童部会の下に置かれた「社会的養護専門委員会」は、厚生労働省が行った社会的養護施設（乳児院、児童養護施設等）の実態調査の結果を受け、人員配置基準や措置費の算定基準を見直しの議論を進めている。

社会的養護のヒアリングでは、まず施設で育った当事者のネットワーク作りを進める特定非営利活動法人「日向ぼっこ」の渡井氏から、「社会的養護の不十分さと退所後の環境との不整合は本人の努力だけではどうにもならない深刻な問題である」との指摘があった。神奈川県厚木児童相談所の山野氏は、「安定した、恒久的な、特定の大人との関わりあいが保障されていない」、「やる気のある職員が働き続けられる体制ではない」等、児童養護制度を改善する必要性を強調した。

　同氏は「子ども貧困」についても言及し、「親の低賃金、長時間労働等が子どもの貧困の原因となっている。親の就業状態を比較的把握しやすい保育所の機能を強化するべき」と主張した。社会保障・人口問題研究所の阿部氏は、「子どもの貧困を解消するためには、機会を公平にするのではなく、積極的に不利を緩和する政策が必要である」と、所得保障および現物給付（質の高い就学前教育・保育、給食、親の就労支援等）を充実する必要性を訴えた。

　今後の議論の進め方として、少子化対策特別部会の下に、保育に関する2つの専門委員会を設置することが部会長より提案され、了承された。第1専門委員会は、保育の必要性の判断の仕組みや「公的保育契約」の在り方等について、第2は参入の仕組み（運営費の使途制限等）や認可外保育施設の質の向上等について議論する。7月中にも第1回が開催される予定。次回特別部会開催については未定。

以上
